
岡崎市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、岡崎市における介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」とい

う。） 第115条の45第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事

業」という。）の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この要綱において使用する用語の意義は、この要綱において定めるもののほか、

法、介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「施行規則」という。）、介

護予防・日常生活支援総合事業の適切かつ有効な実施を図るための指針（平成27年厚生

労働省告示第196号）において使用する用語の例による。

（総合事業の目的）

第３条 総合事業は、高齢者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むこ

とができるよう、必要な日常生活上の支援及び自立支援等を行うとともに、住民同士の

支え合いの中で生き生きと暮らしていくことができるよう地域づくりを行うことにより

自立支援が行われることを目的とする。

（利用者の努力及び義務）

第４条 総合事業の利用者は、自ら要介護状態となることを予防するため、加齢に伴って

生ずる心身の変化を自覚して常に健康の保持増進に努めるとともに、その有する能力の

維持向上に努めるものとする。

（総合事業の内容）

第５条 市長は、総合事業として、次に掲げる事業及びサービスを行う。

⑴ 介護予防・生活支援サービス事業（第１号事業）  

ア 訪問型サービス（第１号訪問事業）

(ｱ) 予防専門型訪問サービス

ａ 予防専門型訪問サービス 法第115条の45第１項第１号イに規定する第１号

訪問事業のうち、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための

関係法律の整備等に関する法律（平成26年法律第83号）附則第14条第２項の規

定によりなおその効力を有するとされた同法第５条の規定による改正前の法

（以下「旧法」という。）第８条の２第２項に規定する介護予防訪問介護に相



当するサービス

ｂ 共生型予防専門型訪問サービス 障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及

び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第171号。以下「指定障害福祉サー

ビス等基準」という。）第５条第１項に規定する指定居宅介護事業者又は重度

訪問介護（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成17年法律第123号。）第５条第３項に規定する重度訪問介護をいう。）に係る

指定障害福祉サービス（同法第29条第２項に指定する指定障害福祉サービスを

いう。）の事業を行う者が提供する介護予防訪問介護に相当するサービス

(ｲ) 生活支援型訪問サービス

法第115条の45第１項第１号イに規定する第１号訪問事業のうち、旧法第８条

の２第２項に規定する介護予防訪問介護の基準を緩和したサービス

(ｳ) 困りごと支援型訪問サービス

講習を受講した有償ボランティア等により実施される多様な訪問サービス

(ｴ) 地域支えあい型訪問サービス

登録された無償ボランティア等により実施される多様な訪問サービス

イ 通所型サービス（第１号通所事業）

(ｱ) 予防専門型通所サービス

ａ 予防専門型通所サービス 法第115条の45第１項第１号ロに規定する第１号

通所事業のうち、旧法第８条の２第７項に規定する介護予防通所介護に相当す

るサービス

ｂ 共生型予防専門型通所サービス 指定障害福祉サービス等基準第78条第１項

に規定する指定生活介護事業者、指定障害福祉サービス等基準第156条基準第１

項に規定する指定自立訓練（機能訓練）事業者、指定障害福祉サービス等基準

第166条第１項に規定する指定自立訓練（生活訓練）事業者、児童福祉法に基づ

く指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成24年厚生労

働省令第15号。以下「指定通所支援基準」という。）第５条第１項に規定する

指定児童発達支援事業者又は指定通所支援基準第66条第１項に規定する指定放

課後等デイサービス事業者が、提供する介護予防通所介護に相当するサービス



(ｲ) 短期集中型通所サービス

法第115条の45第１項第１号ロに規定する第１号通所事業のうち、保健・医療

の専門職により短期間に集中的に提供されるサービス

ウ 介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業）

地域包括支援センター等により実施される介護予防のために包括的かつ効率的に

提供されるよう必要な援助を行うケアマネジメントサービス

⑵ 一般介護予防事業  

ア 介護予防把握事業

イ 介護予防普及啓発事業

ウ 地域介護予防活動支援事業

エ 一般介護予防事業評価事業

オ 地域リハビリテーション活動支援事業

（総合事業の実施主体）

第６条 総合事業の実施主体は、岡崎市とする。

（総合事業の実施方法）

第７条 前条の規定にかかわらず、次に掲げる事業は、法第115条の45の５に基づいて市長

が指定する者により実施する。

⑴ 予防専門型訪問サービス 

⑵ 共生型予防専門型訪問サービス 

⑶ 生活支援型訪問サービス 

 ⑷ 予防専門型通所サービス 

 ⑸ 共生型予防専門型通所サービス  

２ 次に掲げる事業は、法第115条の47第４項に基づいて委託により実施するものとする。

 ⑴ 短期集中型通所サービス 

３ 次に掲げる事業は、補助により実施するものとする。

 ⑴ 困りごと支援型訪問サービス 

 ⑵ 地域支えあい型訪問サービス 

４ 第１項の指定に際し、必要な事項は岡崎市介護予防・日常生活支援総合事業実施事業

者の指定に関する要綱において定める。

５ 第１項に規定する指定事業者のほか、地域における医療及び介護の総合的な確保を推



進するための関係法律の整備等に関する法律（平成26年法律第83号。以下「整備法」と

いう。）附則第13条の規定により第１号訪問事業に係る指定事業者の指定を受けたもの

とみなされた者は予防専門型訪問サービスを、同条の規定により第１号通所事業に係る

指定事業者の指定を受けたものとみなされた者は予防専門型通所サービスをそれぞれ実

施することができる。

（第１号事業に要する費用の額）

第８条 第１号事業に要する費用の額は、施行規則第140条の63の２の規定に基づき、岡崎

市介護予防・日常生活支援総合事業における第１号事業に要する費用の額の算定に関す

る基準要綱（以下「費用算定基準要綱」という。）で定めるところにより算定するもの

とする。

（第１号事業に要する費用の支給）

第９条 第１号事業に要する費用の支給について、必要な事項は費用算定基準要綱におい

て定める。

（第１号訪問事業及び第１号通所事業支給費に係る支給限度額）

第10条 第１号訪問事業及び第１号通所事業支給費に係る支給限度額について、必要な事

項は費用算定基準要綱において定める。

（第１号事業支給費に係る審査及び支払）

第11条 市長は、第１号事業支給費に係る審査及び支払に関する事務を、法第115条の45

の３第６項の規定により愛知県国民健康保険団体連合会に委託できるものとする。

（高額介護予防サービス費等相当事業）

第12条 市長は、高額介護予防サービス費相当事業及び高額医療合算介護予防サービス費

相当事業を行う。高額介護予防サービス費相当事業及び高額医療合算介護予防サービス

費相当事業の利用者負担段階及び負担限度額等については、法第61条及び法第61条の２

に定める規定を準用する。

（高額介護予防サービス費等相当事業の給付の手続）

第13条 第１号事業支給費に係る高額介護予防サービス費相当事業費及び高額医療合算介

護予防サービス費相当事業の支給に関する手続については、岡崎市介護保険規則（平成

12年岡崎市規則第32号。以下「岡崎市介護保険規則」という。）第14条及び第14条の２

の規定を準用する。

（第１号事業支給費の額の特例）



第14条 市長は、災害その他特別な事情があることにより必要な費用を負担することが困

難であると認めるときは、利用者等の申請により、第１号事業支給費の額の特例を決定

することができる。

２ 第１号事業支給費の額の特例に関する基準及び手続は、岡崎市介護保険規則第10条の

規定を準用する。

３ 法第60条に規定する介護保険給付の額の特例を受けている利用者は、第１号事業支給

費の額の特例を決定されたものとみなす。

（第１号事業の利用対象者）

第15条 第５条第１号に掲げる事業の利用対象者は、次のいずれかに該当する者とする。

 ⑴ 施行規則第140条の62の４第１号に規定する居宅要支援被保険者 

 ⑵ 施行規則第140条の62の４第２号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準（平成27

年厚生労働省告示第197号）に定める基本チェックリスト（以下「基本チェックリスト」

という。第１号様式）の質問項目に対する回答の結果が別添１に掲げるいずれかの基

準に該当する第１号被保険者（以下「事業対象者」という。）

 ⑶ 施行規則第140条の62の４第３号に規定する居宅要介護被保険者のうち、困りごと支

援型訪問サービス及び地域支えあい型訪問サービスを継続利用する者。

２ 前項の規定にかかわらず、第５条第１号アの(ｳ)、同号アの(ｴ)に掲げる事業について

は、利用対象者の一部に、特に支援を必要とする一般高齢者、障がい者等を含めること

ができるものとする。

（介護予防ケアマネジメントの実施）

第16条 第５条第１号ウに掲げる介護予防ケアマネジメントの実施に際し、必要な事項は

岡崎市介護予防ケアマネジメント実施要領において定める。

（事業対象者にかかる第１号事業の利用）

第17条 事業対象者は、基本チェックリストの質問項目に対する回答の結果が別添１に掲

げるいずれかの基準に該当するかの判定（以下「事業対象者判定」という。）をした「基

本チェックリスト実施日」から第１号事業を利用することができるものとする。

２ 基本チェックリスト実施日が、要介護認定有効期間又は要支援認定有効期間（以下「認

定有効期間」という。）内にある場合は、認定有効期間の満了日の翌日から第１号事業

を利用できるものとし、「基本チェックリスト実施日」を「認定有効期間の満了日の翌

日」と読み替えて適用する。ただし、認定有効期間が60日を超えて存在している場合に



は、事業対象者判定は実施できないものとする。

（事業対象者の判定）

第18条 事業対象者の判定は、市又は第５条第１号ウに掲げる事業を行う地域包括支援セ

ンターが実施する。

（事業対象者ではなくなった場合の処理）

第19条 事業対象者が、次のいずれかに該当した場合には、事業対象者ではなくなったと

みなす。

 ⑴ 法第19条第１項に規定する要介護認定又は同条第２項に規定する要支援認定を受け

たとき。

 ⑵ 第１号事業の最終利用日の属する月の翌月から１年が経過したとき。  

（指導及び監査）

第20条 市長は、総合事業の適切かつ有効な実施のため、総合事業を実施する者に対して、

指導及び監査を行うものとする。

（要綱の見直し）

第21条 この要綱は、必要に応じて随時見直しを行うものとする。

（委任）

第22条 この要綱に定めるもののほか、総合事業の実施に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成29年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 基本チェックリスト実施日が平成29年３月31日以前である者に第17条第１項を適用す

る場合においては、規定中「基本チェックリスト実施日」とあるのを「平成29年４月１

日」と読み替えるものとする。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成 31 年 10 月１日から施行する。



附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。



第１号様式（第 15 条関係）



別添１（第18条関係）

事業対象者に該当する基準

①第１号様式の質問項目No.１～20までの20項目

のうち10項目以上に該当
複数の項目に支障

②第１号様式の質問項目No.６～10までの５項目

のうち３項目以上に該当
運動機能低下

③第１号様式の質問項目No.11～12までの２項目

全てに該当
低栄養状態

④第１号様式の質問項目No.13～15までの３項目

のうち２項目以上に該当
口腔機能低下

⑤第１号様式の質問項目No.16に該当 閉じこもり

⑥第１号様式の質問項目No.18～20までの３項目

のうちいずれか１項目以上に該当
認知機能低下

⑦第１号様式の質問項目No.21～25までの５項目

のうち２項目以上に該当
うつ病の可能性

（注）

１ この表における該当（No.12を除く。）とは、回答部分に「はい₁」「いいえ₁」に該当

することをいう。

２ この表における該当（No.12に限る。）とは、BMI＝体重（㎏）÷身長（m）÷身長（m）

が18.5未満の場合をいう。


